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空間応用一般均衡（SCGE）モデルによる分析は，データ数の少ない国においても詳細な地域分析を可

能にする経済モデルである．SCGEモデルでは一般的に輸送をIceberg型費用として捉えられることが多い

が，我々は地域間輸送企業の行動を定式化してモデルに組み込み，Iceberg型モデルで輸送費用の意味づけ

が曖昧になる欠点を補うSCGEモデルを提案する．構築したモデルの現況再現性や挙動の特徴を確認した

上で，日中韓三カ国に対して適用し，シナリオ分析を行った．その結果，課題は残るものの有効なSCGE

モデルの構築に成功し，Iceberg型モデルと輸送企業の行動を考慮したモデルに対するシナリオの影響の相

違点が確認された．
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1. はじめに 

海上輸送は国際輸送において最も利用されている輸送

手段であり，世界の海上輸送量は貿易額の増加に伴って

年々増加傾向にある．島国である日本では海運産業は重

要な役割を担っており，海運産業の発展は経済に大きな

影響を及ぼす．円滑かつ低コストな海上輸送の実現は，

産業の国際競争力強化や消費者の効用増大に直接結びつ

くため，政府としても海運ならびに港湾に対して様々な

政策を実施している．それら政策の効果を事前により高

い精度で推計できる手法の開発が望まれている．特に海

上輸送等の輸送に関する政策を検討する際には，輸送産

業の行動が適切に反映され，輸送産業の行動が貿易や各

産業の生産活動等に及ぼす影響を表現できるモデルが必

要である． 

輸送産業にとっての費用は大きく変化することが多く，

例えば燃料費に関しては石油産出国の状況やシェールガ

スの産出技術の発展などで不規則な変化が生じる．これ

ら輸送費用を先行研究では定数として与えているものが

多く，詳細なモデル化がなされているものは少ない．陸

上交通計画を行う研究においては輸送費用を距離，燃料

費等のパラメータを用いて表現しているものも見られる

が，海上輸送に関しては研究が進んでいない現状である． 

そこで本研究では地域間輸送企業の行動を考慮したモ

デルを開発し，一般的なモデルとの比較検討を行う．そ

の上で構築したモデルの有意性を検討し，輸送費用に影

響を与えるそれぞれのシナリオにおける分析を行う．  

2. 先行研究 

これまでに多くの手法が政策の分析に用いられてきた．

過去には分析手法には計量経済モデルやマクロ経済モデ

ルが一般的な手法として用いられてきた．計量経済モデ

ルは要因間の相関関係や因果関係を確認するためには適

しているが，要因間の複雑な相互依存関係を表現するに

は向かない．マクロ経済モデルは多地域分析において十

分詳細な統計データが必要となるが，そのような詳細な

統計データを得ることは非常に難しい．このため現在空

間応用一般均衡（SCGE）モデルの開発ならびに適用の

例が蓄積されてきている． 

SCGE モデルにおける地域間輸送の取り扱い方法は大

きく以下の 4つに分けることができる． 

1. 輸送費用を Iceberg型関数として定式化

2. 輸送費用をモデル中で関数として定式化

3. 別分析モデルで輸送費用を考慮

4. 地域間輸送機関の行動を定式化

表-1はSCGEモデル分析の先行研究を示した表である．

Bucley1)，Miyagi2)4)，Brocker3)9)13)，Hertel5)， Ishikura6)12)，

Kuiki7)，Shimasawa8)，Timilsina10)13)，Hunase11)，Zaki15)，Jin16)
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は輸送費用をIceberg型費用としたSCGEモデルの代表例

である．輸送に関してIceberg型費用とは財の輸送のため

に財を一定割合追加投入するということを意味する費用

関数である．例えば，石倉12)は財・サービスの交易には

輸送マージンを要するという想定の基に国内輸送マージ

ンと国際輸送マージンの両方を考慮している．この研究

は輸送マージンを輸送機関の輸送価格をパラメータとし

て割り振るなど，Iceberg型を想定したモデルの中では輸

送に関して詳細な記述がなされている． 

Mun17)，Horridge18) ，Zhang 19) ，Verikioset20)の研究では輸

送費用がモデル中で関数として定式化されている．定式

化の方法は様々である．例えば，Mun17)は地域間交易を

都市間距離と財の価格によって定式化している．分析対

象を日本の東北地方とし，経済の集積と交通ネットワー

ク構造の相互作用が都市の大きさに重要な役割を行うこ

とを描写している．この研究では定式化の段階で共通す

ることも多く参考になる研究である．しかしながらこの

分析では地域間輸送実績に関する詳細なデータが必要で

あり，そのようなデータが存在しない多国多地域を対象

とした分析への適用は難しい． 

Kim21)は輸送モデルによって輸送費用を算出すること

により，輸送モデルと SCGEモデルを結合させて交通ネ

ットワークと経済動向の動的相互影響を分析している．

輸送については高速道路の特性や地域の規模等を参考に

して分析を行っている．しかしながらこの分析は韓国国

内を対象にしたものであり，複数国を対象とした分析に

おいては海上輸送についての独自の輸送モデルが必要と

なる． 

安藤 22)は地域間輸送機関を定式化した SCGEモデルを

提案した．安藤 22)は中国全体を研究対象とし，財輸送を

派生需要とみなした研究を行っている．経済主体は一般

企業，家計，政府，輸送企業の 4つが仮定されている．

輸送運賃は発送地側の輸送企業に支払われると仮定して

いる．輸送総額は輸送財に対する消費総額と国内生産総

額の総和と労働と資本によって算出されている．この仮

定において輸入量は海外の供給能力と輸入価格に依存す

るとして算出しており，輸出量については海外の需要構

造に寄与するとして計算を行った．この研究対象が中国

全体であるのでこの研究は有意であるが，多国多地域を

研究対象とするならば国際輸送の輸送量を距離や港湾使

用の面を考慮し内生的に定式化する必要性がある．また，

国際輸送では発送地側企業に運賃が支払われるのではな

く国・地域に関係なく地域間輸送企業に運賃が支払われ

るため，この仮定を多国多地域分析に用いることはでき

表-1 SCGEモデル分析の先行研究 

published region sector production consumption 

Buckley 1992 3 5 multi-level CD/IO LES/Armington 

宮城ら 1998 9 4 CES 

CES 

Brocker et al 2002 11 10 NCES 

宮城 2003 適用なし 適用なし CES 

Hertel et al 2007 40 42 armington/CES 

石倉，土谷 2007 2 10 multi-level CES/leontief 

Kuik et al 2010 12 6 armington 

CD Shimasawa et al 2010 16 5 CD 

Broecker et al 2010 260 2 multi-level CD/CES 

Timilsina et al 2011 25 28 CES CDE 

船瀬ら 2011 9 9 multi-level CD/leontief CES 

石倉,坂井 2012 2 10 multi-level CES multy-level CD/CES/leontief 

Timilsina et al 2012 8 12 GTAP Gtap 

Broecker et al 2013 3 2 multi-level CD/CES CD 

Zaki 2014 113 57 multi-level CES/CET multi-level CES 

Jin 2015 6 12 KLEM-H nested CES NA 

Mun 1997 37 20 CD CD 

Horridge et al 2005 45 9 CES/Arminton Nested CES 

Zhang et al 2014 適用なし 適用なし CES CES 

Verikios et al 2015 54 8 CES CES 

Kim et al 2011 4 4 CD CD 

Ando et al 2009 27 7 CD multi-level CD/IO 
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ない． 

そこで本研究では世界に一つの独立した地域間輸送企

業が存在すると仮定して SCGEモデルを構築し，独自に

構築した SCGEモデルと Iceberg型 SCGEモデルを用いて

国際貿易における技術革新に関するシナリオの分析を行

う．本研究で用いるシナリオは輸送費用を内生的に変化

させるものであり，将来発生すると考えられるものであ

る．技術革新がもたらす貿易変化を分析することで，輸

送費用が貿易に与える影響を考察すると共に貿易のメカ

ニズムの解明を行う． 

3. SCGEモデル

(1) 基本仮定

本研究では以下の仮定を前提として SCGE モデルの

構築を行う． 

①（生産要素） 資本と労働の 2種類の生産要素を考え

る．要素の地域移動はないものとする． 

②（経済主体） Iceberg型 SCGEモデルでは一般企業，

家計の 2種の経済主体を考える．地域間輸送企業の

行動を考慮したモデルでは一般企業，運輸企業，

家計の3種類の経済主体を考える． 

③（運輸企業） 運輸企業は地域によらず世界に一つで

あると仮定し，唯一の運輸企業により輸送がなさ

れていると考える 

④（最終需要） 家計は消費支出のみを行い，その他の

経済活動をしないと考える．

(2) Iceberg型モデル

a) 一般企業

地域 sの産業 jの生産関数は，地域ｒ産の i財の投入量

𝑋𝑖𝑗
𝑟𝑠と，資本投入𝐾𝑗

𝑠，労働投入𝐾𝑗
𝑠を用いて(2)式のよう

に表され，その産業の生産費用は(1)式で表される． 

𝑀𝑖𝑛 𝐶𝑗
𝑠 = 𝜔𝑗

𝑠𝐿𝑗
𝑠 + 𝑟𝑗

𝑠𝐾𝑗
𝑠 + ∑ ∑ 𝑞𝑖

𝑠𝑋𝑖𝑗
𝑟𝑠

𝑟𝑖

 （1） 

s. t   𝑋𝑗
𝑠 = ∏ {∏〈𝑋𝑖𝑗

𝑟𝑠〉𝛼𝑖
𝑟

𝑟

} 〈𝐿𝑗
𝑠〉

𝛼
𝐿𝑗

𝑠
〈𝐾𝑖

𝑟〉
𝛼

𝐾𝑖
𝑟

𝑖

 （2） 

図-1 一般企業行動における階層構造 

𝐶𝑗
𝑠：s地域の j産業の費用 

𝑋j
𝑠：s地域の j産業の生産量 

𝜔𝑗
𝑠：s地域の j産業の労働賃金 

𝐿𝑗
𝑠：s地域の j産業の労働量 

𝑟𝑗
𝑠：s地域の j産業の資本価格 

𝐾𝑗
𝑠：s地域の j産業の資本量 

𝑞𝑖
𝑠：s地域で消費される i財の需要価格 

𝑋𝑖𝑗
𝑟𝑠：s地域の j産業が消費する r地域 i財 

𝑋𝑖𝑗
𝑠 ：s地域の j産業が消費する i財 

𝛼：分配パラメータ 

生産関数に関して以下の仮定を設ける. 

仮定 1. 生産関数はコブダグラス型関数を仮定する．

この生産関数は一次同次であり，分配パラメータは(3)

式を満たしているとする． 

∑ ∑ 𝛼𝑖
𝑟

ri

+ 𝛼𝐿𝑗
𝑠 + 𝛼𝐾𝑖

𝑟 = 1    (3) 

仮定 2. 労働と資本は地域間で移動できない. 各地域

で産業別賃金水準がばらつくのは一般的である.これは

労働市場における不合理な慣習や規制，及び労働技能の

調整が短期的には困難であることに起因する.企業の直

面する問題は，賃金𝜔𝑗
𝑠と資本レント𝑟𝑗

𝑠，消費地域ｓのi

財需要価格𝑞𝑖
𝑠の下で費用を最小化するように，投入財

𝑋𝑖𝑗
𝑟𝑠，資本𝐾𝑗

𝑠，労働𝐿𝑗
𝑠を選択することである．

仮定 3. 一般企業は𝑋j
𝑠の生産において 2 階層の構造を

持っており，1 階層において一般企業は費用最小化行動

の下に費用最小化行動の下に投入財𝑋𝑖𝑗
𝑠 ，資本𝐾𝑗

𝑠，労働

𝐿𝑗
𝑠を選択する．2階層において一般企業は𝑋𝑖𝑗

𝑠 を国内，多

地域から輸送している．ここでIceberg型モデルでは輸送

において輸送障壁が発生している． 

b) 家計

地域 sに居住する家計全体の効用関数は財の消費量の

みに依存して(4)式のように表され，予算制約（(5)式）

の下で効用を最大化するものとする．その他，以下の仮

定を設ける． 

仮定 4. 家計は所得の全てを財の購入に費やす．これ

は家計が投資・貯蓄を行わないことを意味している．多

地域を対象とする分析において投資や貯蓄を各地域同様

に定式化することは現実的ではない点から家計は投資と

貯蓄を扱わない予算制約式を簡略化して定式化した．こ

のため家計所得の総額は労働所得𝜔𝑗
𝑠𝐿𝑗

𝑠，資本所得𝑟𝑗
𝑠𝐾𝑗

𝑠，

移転所得𝑇𝑎𝑗
𝑠の合計である．効用関数は一次同次（(6)式）

のコブダグラス型関数を想定する． 

仮定 5. 家計は財の購入において 2階層の構造を持って

おり，1 階層において家計は効用を最大に満たすように

財𝑌𝑖
𝑠の消費量を決める．2 階層において s 地域で購入さ

れる各財を国内・他地域から輸送された財を選択する． 

𝑋j
𝑠

𝑋𝑖1
𝑟 𝑋𝑖𝑗

𝑟𝐾𝑖
𝑟𝐿𝑖

𝑟

𝑋𝑖𝑗
𝑟1 𝑋𝑖

𝑟𝑠 
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Max 𝑈𝑠 = ∏ ∏ 〈𝑌𝑖
𝑟𝑠〉𝛽𝑖

𝑟𝑠

𝑖𝑟
(4) 

s. t   ∑ 𝑞𝑖
𝑠𝑌𝑖

𝑟𝑠

𝑖
= ∑ (𝜔𝑗

𝑠𝐿𝑗
𝑠 + 𝑟𝑗

𝑠𝐾𝑗
𝑠 + 𝑇𝑎𝑗

𝑠)
𝑗

 (5) 

∑ ∑ 𝛽𝑖
𝑟

ri

+ 𝛽𝐿𝑖
𝑟 + 𝛽𝐾𝑖

𝑟 = 1  (6) 

𝑈𝑠：s地域の効用 

𝑌𝑖
𝑟𝑠：s地域における r地域 i財の購入量 

𝑌𝑖
𝑠：s地域における i財の購入量 

𝑇𝑎𝑗
𝑠：s地域 j産業の移転所得 

𝛽：分配パラメータ 

m：産業数 

n：地域数 

図-2 家計行動における階層構造 

(3) Iceberg型モデルの均衡体系

a) 一般企業の生産体系

一般企業の条件式は分配係数𝛼を用いて(7)式のように

表される．これは産業連関表の列和に関する条件式に相

当する． 

𝑞𝑗
𝑠𝑋𝑗

𝑠 = ∑ ∑ 𝛼𝑖
𝑟𝑞𝑖

𝑟𝑋𝑖𝑗
𝑟𝑠 +

𝑟𝑖
𝛼𝐿𝑗

𝑠𝜔𝑗
𝑠𝐿𝑗

𝑠 + 𝛼𝐾𝑖
𝑟𝑟𝑗

𝑠𝐾𝑗
𝑠 (7) 

すべての消費地の財価格𝑞𝑖𝑗
𝑠 は生産地の財価格𝑝𝑖

𝑟によっ

て(8)式のように表される．この式は需要価格は生産地

域と消費地域の輸送障壁によって変化することを表して

いる．𝑝𝑖
𝑟は SCGEモデルにおいて既知の定数としている． 

𝑞𝑖
𝑟𝑠 = 𝑝𝑖

𝑟𝑠(1 + 𝜏𝑟𝑠)  (8)

ここで𝑋𝑖𝑗
𝑟𝑠は費用最小化問題の解として(9)式のように表

される．𝑋𝑖𝑗
𝑟𝑠についてm×m×n×n本の数式が存在す

る． 

𝑞𝑖
𝑟𝑋𝑖𝑗

𝑟𝑠 = 𝛼𝑖
𝑟 (∑ ∑ 𝑞𝑖

𝑟𝑋𝑖𝑗
𝑟𝑠 +

𝑟𝑖
𝜔𝑗

𝑠𝐿𝑗
𝑠 + 𝑟𝑗

𝑠𝐾𝑗
𝑠)  (9) 

労働と資本においても(9)式と同じ構造を持ち全ての労

働，資本についてm×n本ずつ式が存在する． 

𝜔𝑗
𝑠𝐿𝑗

𝑠 = 𝛼𝐿𝑗
𝑠 (∑ ∑ 𝑞𝑖

𝑟𝑋𝑖𝑗
𝑟𝑠 +

𝑟𝑖
𝜔𝑗

𝑠𝐿𝑗
𝑠 + 𝑟𝑗

𝑠𝐾𝑗
𝑠)  (10) 

𝑟𝑗
𝑠𝐾𝑗

𝑠 = 𝛼𝐾𝑖
𝑟 (∑ ∑ 𝑞𝑖

𝑟𝑋𝑖𝑗
𝑟𝑠 +

𝑟𝑖
𝜔𝑗

𝑠𝐿𝑗
𝑠 + 𝑟𝑗

𝑠𝐾𝑗
𝑠)  (11) 

b) 家計の消費体系

家計行動における𝑌𝑖
𝑟𝑠は効用最大化問題の解として

(12)式のように表される．全ての𝑌𝑖
𝑟𝑠においてm×n×n

本の式がそれぞれ対応する． 

𝑞𝑖
𝑠𝑌𝑖

𝑟𝑠 = 𝛽𝑖
𝑟

(∑ (𝜔𝑗
𝑠𝐿𝑗

𝑠 + 𝑟𝑗
𝑠𝐾𝑗

𝑠 + 𝑇𝑎𝑗
𝑠)

𝑗
)    (12) 

c) 価格体系

(7)～(12)式を価格について解くと，全ての価格の式が

導出される．この式によって価格は変化する．全ての変

数𝑝𝑖
𝑟𝑠 , 𝜔𝑗

𝑠, 𝑟𝑗
𝑠, 𝑋𝑖𝑗

𝑟𝑠, 𝐿𝑗
𝑠 , 𝐾𝑗

𝑠, 𝑌𝑖
𝑟𝑠に対応して各式が存在する

ことになる． 

(4) 地域間輸送企業の行動を考慮したモデル

本研究で開発するモデルでは企業行動と家計行動にお

いてはIceberg型モデルと同様の構造を持つが，地域間輸

送企業の投入産出構造を表現している点と，財の地域間

輸送の運賃を輸送企業の単位輸送コストとして表現して

いる点が異なる． 

a) 地域間輸送企業

地域間輸送企業は財の輸送により収入を得る．地域間

輸送企業は与えられた輸送需要を満たす輸送サービスを

生産する際に費用最小化を行い，労働，資本，投入財の

量を決定する（(13)～(15)式）．生産関数は一次同次のコ

ブダグラス型関数とする．地域間輸送企業では利潤をゼ

ロと仮定する．このため地域間輸送企業の費用総額𝐶𝑇

は収入総額𝑃𝑇𝑇と一致する．

𝑀𝑖𝑛 𝐶𝑇 = ∑(𝜔𝑇
𝑟 𝐿𝑇

𝑟 + 𝑟𝑇
𝑟𝐾𝑇

𝑇)

r

+ ∑ ∑ 𝑝𝑖
𝑟𝑋𝑖𝑇

𝑟

𝑟𝑖

 (13) 

s. t    𝑇 = 𝜂 ∏ {∏〈𝑋𝑖𝑇
𝑟 〉𝛾𝑖

𝑟
(𝐿𝑇

𝑟 )
𝛾

𝐿𝑇
𝑟

〈𝐾𝑇
𝑟〉

𝛾
𝐾𝑇

𝑟

𝑖

}

𝑟

   (14) 

𝑇 = ∑ ∑ ∑ ∑ 𝑡𝑖
𝑟𝑠𝑋𝑖𝑗

𝑟𝑠

𝑠𝑟𝑗𝑖
+ ∑ ∑ ∑ 𝑡𝑖

𝑟𝑠𝑌𝑖
𝑟𝑠

𝑠𝑟𝑖
 (15) 

 𝐶𝑇：地域間輸送企業の費用 

𝑃𝑇：財の輸送運賃 

T：地域間輸送企業の輸送総量 

𝜔𝑇
𝑟：生産地 r地域における地域間輸送企業の労働価格 

𝐿𝑇
𝑟 ：生産地 r地域における地域間輸送企業の労働量 

𝑟𝑇
𝑇：生産地 r地域における地域間輸送企業の資本価格 

𝐾𝑇
𝑟：生産地 r地域における地域間輸送企業の資本 

𝑡𝑖
𝑟𝑠：i財における r地域から s地域への輸送価格 

𝑋𝑖𝑇
𝑟 ：地域間輸送企業における r地域 i財の投入 

𝛾：パラメータ 

𝑈s

𝑋1
𝑠 𝑋𝑖

𝑠

𝑋𝑖
𝑠1

𝑋𝑖
𝑠𝑟
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図-3 地域間輸送企業の生産 

b) 要素価格と最終需要価格

最終需要価格は生産地価格と輸送費用の和で表される．

地域間輸送費用は生産地と消費地の輸送費用に依存する． 

𝑞𝑖
𝑟𝑠 = 𝑝𝑖

𝑟𝑠 + t𝑖
𝑟𝑠   (16)

c) 地域間輸送企業の生産体系

地域間輸送企業の行動は費用最小化問題の解として

(17)～(20)式で表すことができる． (18)，(19)式は地域間

輸送の需要と供給に関する式である．(20)式は輸送費用

を定式化した式である．地域間輸送費用は燃料費用とそ

の他の輸送費用を含んでいる．  

𝑝𝑖
𝑟𝑋𝑖𝑇

𝑟 = 𝛾𝑖
𝑟 ∑(𝜔𝑇

𝑟 𝐿𝑇
𝑟 + 𝑟𝑇

𝑟𝐾𝑇
𝑟)

r

+ ∑ ∑ 𝑝𝑖
𝑟𝑋𝑖𝑇

𝑟

𝑟𝑖

 (17)
 

𝐵𝐹𝑖
𝑟 = ∑ ∑ 𝑡𝑖

𝑟𝑠𝑋𝑖𝑗
𝑟𝑠

𝑟𝑖
 (18) 

𝐵𝐹𝑠 = ∑ ∑ 𝑡𝑖
𝑟𝑠𝑌𝑖

𝑟𝑠

𝑟𝑖
   (19) 

t𝑖
𝑟𝑠 = 𝑡𝑇 + 𝑙𝑟𝑠𝐸  (20) 

𝐵𝐹𝑖
𝑟：生産地 rの i財における国際輸送費用総額 

𝐵𝐹𝑠：消費地 sにおける国際輸送費用総額 

𝑡𝑇：距離関係を除いた輸送費用 

𝑙𝑟𝑠：生産地 rと消費地 sの距離 

𝐸：燃料費 

(5) 基準均衡

本研究で取り扱う産業数は地域間輸送企業を除くと10，

地域数は4である．Iceberg型モデルにおいて𝑋𝑖𝑗
𝑟𝑠に関する

式が1600本，𝐿𝑗
𝑠，𝐾𝑗

𝑠に関する数式がそれぞれ40本，𝑌𝑖
𝑟𝑠

に関する数式が160本存在し，𝑋𝑖𝑗
𝑟𝑠，𝐿𝑗

𝑠，𝐾𝑗
𝑠，𝑌𝑖

𝑟𝑠に付随

する価格の数式が1840本存在する．このため内生変数と

式の数は一致している． 地域間輸送企業においては𝑋𝑖𝑇
𝑟 ，

𝐿𝑇
𝑟 ，𝐾𝑇

𝑟それぞれの変数に関する数式が存在し，𝐵𝐹𝑖
𝑟，

𝐵𝐹𝑠に関する数式がそれぞれ存在しており内生変数の数

と式の数は一致する．  

4. モデルの現況再現性の確認

 JETROより得られた2005年日中韓産業連関表を加工し

た産業連関表とIceberg型モデル，構築したモデルの比

較・検討を行う．以下に本研究に用いた産業連関表の特

徴を示す． 

①（産業分類） 農業，鉱業，家庭消費製品，一次産業，

二次産業，エネルギー，建設業，商業，運輸業，

サービス業の 10部門とする． 

②（地域区分） 中国，日本，韓国，その他地域(ROW)

の 4区分とする． 

③（地域区分） 日中韓をそれぞれ1つの地域とし，そ

れ以外の国は全てROWとする． 

④（産業連関表の加工） 産業連関表中の誤差項は横方

向においてROWに配分し，縦方向に関しては労働

と資本に配分する． 

本研究においてはIceberg型モデルに関して3680本の数

式と変数が存在し，地域間輸送企業の行動を考慮したモ

デルに関しては3766本の数式と変数を持つ． 

下図に各モデルによって得られた三国における部門別

の中間投入総量を示す(図-4)．内生変数𝑋𝑗の元データと

の誤差率を表-5に示す．図-4よりIceberg型モデル，構築

したモデルはおおよそ元データと一致することが確認さ

れた．Iceberg型モデルにおいて最も高い誤差が確認され

たサービス業でも0.7％程度であった．構築したモデル

においてはは最大の誤差が確認された一次製造業で

0.5％程度であった．一次製造業についての国ごとの中

間投入消費量を図-5に示す．一次製造業においてはそれ

ぞれのモデルに元データと同様の国別の中間財投入が確

認され，同程度の比率での消費が確認され，多地域分析

に関して十分に有用なモデルであることが確認された． 

図-4 各モデルの基準均衡データ 

図-5 各モデルにおける一次製造業の国別中間投入量 

T 

𝑋1𝑇
1 𝑋𝑖𝑇

𝑟
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5. シナリオ分析

(1) シナリオ

 海上輸送の技術革新により輸送費用が減少することを

想定してモデルの適用を行う．ここでは燃料費が50％上

昇した場合の影響を分析する．  

(2) Iceberg型モデル

Iceberg型モデルでは燃料費が輸送費用の15％を占める

として輸送障壁𝜏𝑟𝑠を変化させる．モデル適用結果を表-

2に示す．中国，日本，韓国各国において同程度の中間

投入の減少が見られる．ここでROWはほとんど変化し

なかった． 

表-2 Iceberg型モデルにおける一次製造業の国別中間投入量 

(兆＄) 中国 日本 韓国 ROW 

基準均衡 1.12 0.764 0.320 0.542 

変化後 1.14 0.779 0.324 0.542 

比率 0.98751 0.98089 0.98772 1.00000 

(3) 地域間輸送企業の行動を考慮したモデル

構築したモデルにおいて燃料費が50％削減されること

は輸送費t𝑖
𝑟𝑠に影響を及ぼすことを意味する．本モデル

においてt𝑖
𝑟𝑠は重量を持つ中間投入の距離に関するパラ

メータが50％に減少するとする．モデル適用結果を表-3

に示す．大きくはないが明らかな変化が見られた．日本，

韓国においては中間投入が減少するが，輸送費の減少に

伴い，距離が離れているROWの中間投入は増加傾向に

あることが確認された．Iceberg型モデルは構築したモデ

ルより大きい中間投入量変化が見られた．

表-3 構築したモデルにおける一次製造業の国別中間投入量 

(兆＄) 中国 日本 韓国 ROW 

基準均衡データ 1.11 0.761 0.318 0.541 

変化後のデータ 1.11 0.761 0.318 0.541 

比率 0.99989 0.99977 0.99977 1.00001 

6. 結言

 地域間輸送企業の行動を考慮したモデルとIceberg型モ

デルの構築とプログラムを行い，基準均衡とシナリオに

関して分析を行った．基準均衡に関してはIceberg型モデ

ルと構築したモデルそれぞれ加工済み産業連関表と十分

近い再現値を持つことが確認された．それぞれのモデル

によるシナリオ分析より，両モデルともに現実的な推定

値を示した．しかしながら構築したモデルはIceberg型モ

デルより小さく中間投入量が変化した．これはIceberg型

モデルにおける輸送障壁パラメータと構築したモデルに

おける輸送費t𝑖
𝑟𝑠の変化が同一のものでないことが原因

である． 

今後はIceberg型モデルの輸送障壁パラメータと輸送費

t𝑖
𝑟𝑠の変化を一致させる必要がある．また輸送費t𝑖

𝑟𝑠につ

いては本来，財・運搬される船舶の種類によって輸送費

の変化があるため，より詳細なデータを用いてより適切

なパラメータを与える必要がある．また，他の対象地域

や産業分類に対しても適用を行い，モデルの安定性を確

認する． 
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